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本日の内容（エッセンス）

2

 平均労働時間は減少しているが、フルタイマーは
依然として長時間労働
～ 労働時間の二極化（正規雇用者＝長時間、

非正規雇用者＝中・短時間）

 希望労働時間は他国よりも長い
 働き方（労働時間）は周囲からの影響を受けやすい

～ 周囲が長時間→長時間、周囲が短時間→短時間
 ワーカホリックが生じやすい特性も存在

～ 自信過剰による健康リスクの過小評価
⇒ 政府や企業による介入の必要性

１．日本における長時間労働の実態

２．労働供給要因による長時間労働
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3

 非自発的な長時間労働の存在
 雇用保障の代償としての長時間労働
 ただし、過剰な長時間労働も存在

⇒ 働き方改革による是正が可能

 働き方改革＝「日本的雇用慣行」の歪みの修正
～ 労働者保護の強化、多様な人材活用のための環境整備

 職場での業務フローの見直しと生産性向上が課題
～ 労働強度を増やさない生産性の向上方法の模索

３．労働需要要因による長時間労働

4．働き方改革関連法の意義と課題
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１．日本における長時間労働の実態

4出所）OECD統計

 1人当り労働時間の推移
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 雇用形態別の労働時間の推移

5出所）『社会生活基本調査』（総務省）
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 長時間労働者（週49時間以上）割合の比較

6

出所）『国際比較統計』（ JILPT）

⇒ 平均労働時間は減少しているが、フルタイマーは依然
として長時間労働
～ 労働時間の二極化（正規雇用者＝長時間、

非正規雇用者＝中・短時間）
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２．労働供給要因による長時間労働

7

出所）山本・黒田（2014）

 希望労働時間の長さ

日本 イギリス ドイツ 日本 イギリス ドイツ

週労働時間 46.93 41.87 43.35 42.05 38.19 39.01
(8.09) (8.39) (7.23) (5.55) (8.91) (7.92)

長時間労働者比率

週50時間以上 0.39 0.16 0.21 0.11 0.08 0.08
(0.49) (0.37) (0.40) (0.31) (0.27) (0.28)

週60時間以上 0.10 0.05 0.05 0.02 0.04 0.02
(0.3) (0.21) (0.22) (0.13) (0.20) (0.13)

希望労働時間 45.75 41.10 43.38 41.00 38.19 39.01
(8.44) (9.84) (8.15) (5.55) (8.91) (7.92)
[6182] [445] [510] [2957] [451] [454]

男性 女性

 日本人は実労働時間だけでなく、希望労働時間も長い
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 欧州赴任者の週労働時間の比較：山本・黒田(2014)

8

資料）Kuroda and Yamamoto (2011) より
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欧州赴任で労働時間は大きく減少
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 赴任前後の意識の変化：山本・黒田(2014)

9

資料）Kuroda and Yamamoto (2011) より
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＜検証結果の要約：山本・黒田（2014）＞
・ 景気や仕事・職場特性等をコントロールしても、労働

時間（週・年間）は欧州赴任後に5%程度減少
 「5%程度＝週2～3時間＝年約14日」の労働時間は

非効率（有休休暇の消化に充てられる可能性）
・ この傾向は現地の同僚や顧客と接する割合の高い

人ほど顕著 ⇒ 「ピア効果」の存在
〜 当業務の内容の明確化、権限の委譲、仕事裁量

の 増加などの職場慣行の改善も重要
 社会全体・企業全体で働き方を変える協調の必要性

⇒ 「働き方改革」としての取り組みが有効

10
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 長時間労働と仕事満足度：Kuroda and Yamamoto (2018)

11

出所）Kuroda and Yamamoto (2018)

仕事満足度は超長時間になると向上する傾向
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〜 参考：長時間労働がメンタルヘルスに与える影響 〜

12

労働時間が長いほど一貫して健康が悪化する傾向

※ メンタルヘルススコア: GHQ12（値が大きいほどメンタル不調）
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出所）Kuroda and Yamamoto (2016)
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＜推計結果の解釈：Kuroda and Yamamoto (2018) ＞
・労働に伴う効用・不効用

 労働に伴う非金銭的効用（働きがいなど）
→ 労働の限界効用 ⇒ 長時間労働を選択

 労働に伴うストレス・疲れなど
→ 労働の限界不効用 ＝ 長時間労働による健康被害

・長時間労働の限定合理性
 労働者が完全に合理的な場合

→ 健康を害しない範囲で非金銭的効用を高める
最適な労働時間を選択

 「自信過剰バイアス」や「予測バイアス」によって将来
の健康被害を低く見積もってしまうケース
→ 非合理的に長時間労働を選択＆健康の悪化

⇒ 「過剰労働」を防ぐためには、労働時間の上限規制や
休息確保などの強制力のある施策（介入）も必要
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 希望よりも長く働かされている傾向が日本人で強い

3．労働需要因による長時間労働

14

出所）山本・黒田（2014）

 実労働時間と希望労働時間の乖離
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 労働の固定費が労働時間需要に与える影響

15

 労働の固定費が大きい企業では労働時間が長い
※ Rosen (1968)：「固定費が大きいと雇用者数よりも

労働時間の変動が大きくなる」
→ 不況期に労働時間で人件費を調整するため、

平時にある程度の残業時間を糊代と して確保

日本

日本 イギリス ドイツ （マッチデータ）

ショックが生じた際の職場での調整方法

0.01* 0.06* 0.06*

(0.01) (0.03) (0.03)

企業情報

正社員数／売上高の変動の変動 -0.49*

(0.21)

賃金設定時の年功要素の比率 0.05**

(0.02)

国際比較

正社員の労働保蔵
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 職場管理の方法が労働時間需要に与える影響
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 評価基準、仕事配分、コミュニケーション等のあり方に
よっては、企業の需要する労働時間は短くなりうる

⇒ 長時間労働を是正できる余地が存在

日本 イギリス ドイツ

職場でのHRMダミー

0.04** 0.11* 0.03
(0.01) (0.05) (0.06)

-0.03** -0.10* -0.04
(0.01) (0.04) (0.05)

-0.03** 0.12** 0.04
(0.01) (0.05) (0.05)
-0.02* -0.12** 0.02
(0.01) (0.04) (0.04)

部下の仕事以外の生活や家庭のことに配慮してい
る

残業や休日出勤に応じる人が高く評価される

業務量や重要な業務が特定の部下に偏らないよう
に配慮している

部下とコミュニケーションはよくとれている
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３．働き方改革の意義と課題

17

長 時 間 労 働 健 康 被 害

「日本的雇用慣行」（働き方）を
背景にした日本のビジネスモデル

・長時間労働（過重・過剰）
・画一的労働
・男性中心
・新卒一括採用・低い流動性

「日本的雇用慣行」の歪み
＝労働者保護の弱さ

経 済 成 長 ？

 長時間労働による経済成長と弊害
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→ 労働時間がメンタルヘルス指標に与える影響

18

他の条件を一定としても、労働時間の増加はメンタル
ヘルス（MH）を悪化させる傾向。

MHの悪化は、主として金銭対価のないサービス残業に
よる。

 濃い横棒＝MHの規定要因（統計的に有意）
 プラスの数値＝MHを悪化させる要因

0 0.02 0.04 0.06 0.08 0.1 0.12 0.14

総労働時間

手当ての支払われた残業時間

手当ての支払われない残業時間

（サービス残業時間）

 長時間労働による健康被害（メンタル不調）
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▽ 脳・心臓疾患と精神障害の労災補償状況の推移

（厚生労働省資料）
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 働き方改革関連法の意味
(1)「日本的雇用慣行」の歪みの是正

→ 労働者保護の強化 ※健康確保･ウェルビーイング向上
(2) 時代の変化に合せた新たな働き方の模索

→ 少子高齢化・グローバル化への対応
→ 多様で柔軟な働き方の実現による人材活用と

生産性向上 ※多様な人材活用のための環境整備

20出所：厚生労働省リーフレット「働き方改革」
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 働き方改革関連法の概要（抜粋）

21

出所：厚生労働省リーフレット「働き方改革」
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22出所：厚生労働省リーフレット「働き方改革」
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23出所：厚生労働省リーフレット「働き方改革」
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 今後の課題
長時間労働時の休息確保

→ さまざまな例外規程（移行期間？）
※ 休日だけでなく勤務期間中の休息の必要性

（「勤務間インターバル制度」など）
労働時間以外の働き方改革

→ さまざまな要因が健康に影響
労働者・企業の双方にメリットのある改革

→ 企業業績の確保：実現可能性
※ 残業代削減ではなく生産性向上が必要

（残業代削減分は従業員に還元すべき）
→ 仕事内容・業務プロセスの見直しの重要性

※ 長時間労働の是正のみ→労働強度の上昇→健康悪化
（長時間労働の是正は「目的」ではなく「結果」） 24
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担当業務の内容は明確化されている

仕事の手順を自分で決めることができる

自分の仕事は他と連携して

チームで行うものである

突発的な業務が生じることが頻繁にある

周りの人が残っていると退社しにくい

 濃い横棒＝MHの規定要因（統計的に有意）
 プラスの数値＝MHを悪化させる要因

▽ 仕事内容や職場管理・風土がメンタルヘルスに与える影響

出所）山本・黒田（2014）

＜参考１：働き方と健康（山本・黒田(2014)）＞
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＜参考２：長時間労働是正の効果（山本(2018)）＞
▽ 正社員の総労働時間の変化（2015年から2016年）

16
00

18
00

20
00

22
00

24
00

労働時間（2016年度）

1600 1800 2000 2200 2400

労働時間（2015年度）

_

→ 多くの上場企業で総労働時間が減少
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▽ 総労働時間変化と利益率変化（ROA）
-.1

0
.1

.2

ROA変化（2015年度から2016年度）

-300 -200 -100 0 100

労働時間変化（2015年度から2016年度）

_

→ 総労働時間変化と利益率変化の関係性は薄い
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FE FEIV FE FEIV
(1) (2) (3) (4)

年間労働時間 t -0.0029 -0.0108

(0.0024) (0.0182)

年間労働時間 t-1 -0.0016 0.0228

(0.0040) (0.0381)

サンプルサイズ 862 830 544 492

企業数 315 292 297 246

修正済み決定係数 0.0179 0.0010 0.0125 -0.1099

操作変数のF値 12.15 3.766

内生性検定（p値） 0.645 0.489

備考：　１）括弧内はロバスト標準誤差
　　　  　２）*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
　　　  　３）企業規模ダミー、年ダミーは掲載省略

ROA (%)

28

▽ 統計解析：固定効果モデルの推定結果抜粋

 労働時間は利益率に影響しない
＜解釈＞

時間当たりでみた利益率や効率性
は上昇の可能性
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FE FE FE FE
(1) (2) (3) (4)

年間労働時間 t -0.0032 -0.0035 -0.0030 -0.0035

(0.0024) (0.0024) (0.0024) (0.0024)

x HRtech（個人向け） -0.0064*** -0.0048*

(0.0024) (0.0026)

x イノベーション推進 -0.0053** -0.0031

(0.0023) (0.0026)

x 離入職率 -0.0000*** -0.0000***

(0.0000) (0.0000)

サンプルサイズ 862 862 847 847

企業数 315 315 311 311

修正済み決定係数 0.0309 0.0273 0.0545 0.0703

備考：　１）括弧内はロバスト標準誤差
　　　  　２）*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
　　　  　３）企業規模ダミー、年ダミーは掲載省略

ROA (%)
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▽ 統計解析：固定効果モデルの推定結果抜粋

 HRテクノジー推進やイノベーション推進体制の整備、離入職率の上昇といったことが
生じている企業では、長時間労働の是正によって相乗的に利益率が高まる可能性

＜解釈＞
新情報技術の積極的活用や人材の外部登用など、仕事の進め方を見直している企業では、
長時間労働の是正が企業業績の向上にもつながりやすい
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本日の内容（振り返り）

30

 平均労働時間は減少しているが、フルタイマーは
依然として長時間労働
～ 労働時間の二極化（正規雇用者＝長時間、

非正規雇用者＝中・短時間）

 希望労働時間は他国よりも長い
 働き方（労働時間）は周囲からの影響を受けやすい

～ 周囲が長時間→長時間、周囲が短時間→短時間
 ワーカホリックが生じやすい特性も存在

～ 自信過剰による健康リスクの過小評価
⇒ 政府や企業による介入の必要性

１．日本における長時間労働の実態

２．労働供給要因による長時間労働
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 非自発的な長時間労働の存在
 雇用保障の代償としての長時間労働
 ただし、過剰な長時間労働も存在

⇒ 働き方改革による是正が可能

 働き方改革＝「日本的雇用慣行」の歪みの修正
～ 労働者保護の強化、多様な人材活用のための環境整備

 職場での業務フローの見直しと生産性向上が課題
～ 労働強度を増やさない生産性の向上方法の模索

３．労働需要要因による長時間労働

4．働き方改革関連法の意義と課題


